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設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

0

0

指定都市

実施率 委託率

70.0% 50.0%

実施率（指定都市）
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クラウド

0.0% 10.0%
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50.4%

59.5%

69.9%

29.5%

策定予定 ○ 策定予定時期

0 0

実施しない理由

単独クラウド

検討状況

100.0%

100.0%

100.0%

30.0%

95.0%

100.0%

100.0%

委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】
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100.0%

91.8%

65.4%

94.4%

33.3%

実施状況 委託状況

一般ごみ収集

導入率

0

1 100.0%

制度導入
施設数

1 1 100.0%

海水浴場 0 0

キャンプ場等 0 0

プール 9 9 100.0%

0

0

0

0

案内・受付

電話交換

公用車運転

し尿収集

学校給食（調理）

道路維持補修・清掃等

0

0

0

0

0

0

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

休養施設
（公衆浴場、海・山の家等）

1

0

90.0%

100.0%

89.5%

90.0%

88.9%

0

0

0

0

0

自治体コード 都道府県名 市区町村名

1100 北海道 札幌市

本庁舎の夜間警備

今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】

0

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※)
設置状況 設置予定 予定時期 委託状況 委託有

本庁舎の清掃
未定

指定都市
委託率

100.0%

委託予定

学校用務員事務 対象部局

学校給食（運搬） 実施済み

対象業務

水道メーター検針 首長部局 企業局 教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計

○

在宅配食サービス

情報処理・庁内情報システム維持

95.0%

94.7%

0

0

○

0

0

ホームヘルパー派遣

調査・集計

0

○ 0 ○ 0 0 0

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

競技場
（野球場、テニスコート等）

7 6

ホームページ作成・運営

実施済み

0

単独クラウド 明治33年1月0日
体育館 15 15 100.0%

公の
施設数

類型 実施時期

85.7%

自治体クラウド 明治33年1月0日

0

0

0

自治体職員
常駐施設数

指定都市
導入率自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方

0

0

0 類型 実施予定時期

0

0

0

0

0

○ 汎用機のオープン化とともに、随意契約の排除に取り組んだシステムを整備済みであるため。

実施予定
自治体クラウド

93.3%0

未実施

検討中

0

明治33年1月0日

明治33年1月0日

産業情報提供施設 1 1 100.0%

0

0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0

0

110 110 100.0%

開放型研究施設等 1 1 100.0%

駐車場 18 15 83.3%

大規模公園 30 23 76.7%

0

平成28年度
博物館

（美術館、科学館、歴史館、動物園等）
12 7 58.3%

0 0.0%

大規模霊園、斎場等 5 0 0.0% 4

10

4

図書館 10

・墓地に関する許可業務を職員が行わなければならないため。
・災害時における危機管理体制の維持。火葬技術・技能の継承を行うため。

・高い公共性、中立性を維持しながら継続的、安定的に運営する必要があるため。

・施設内の業務における専門性を確保し、課題に対し即時に対応できるような体制を整えるため。

0

0

公営住宅

策定済み

0

0

公民館、市民会館 37 37 100.0% 0 策定割合（指定都市）

文化会館 5 5 100.0% 75.0%

1 100.0% 0

0

0

0

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体

○ 作成完了予定年度

導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 

児童クラブ、学童館等 116 104 89.7%

平成29年度作成予定14 14 100.0%

0

作成割合（指定都市）

5.0%

0
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

介護支援センター 0 0

0

作成済み

特別養護老人ホーム 1

0福祉・保健センター

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0%

00

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）
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導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 98 98 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 48 36 75.0% 12 精神障害者保健福祉手帳判定及び精神医療審査会事務などの法定業務を行うとともに，関係機関・関係部局等との連携・協働による精神障害者等の支援システム全体をコーディネートして
いく役割がある等のため 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 8 8 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 60 60 100.0% 0 0 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

8 6 75.0% 2 博物館は，文化財を継承しつつ，市民のレファレンスに的確に対応できる学芸員を養成するため直営としており，科学館では，学校教育の支援に関する業務の質を確保するため指導主事を
配置している。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 8 3 37.5% 4 住民サービスの向上，経費の節減を目指し市内７館ある市立図書館のうち３館に指定管理制度を導入してきたところ。現在は導入館の運営状況を検証中であり，4施設への導入は未定（他に
移動図書館あり） 22.1%

大規模霊園、斎場等 4 1 25.0% 0 0

未実施 ○

59.5%

駐車場 6 4 66.7% 0 0 69.9%

公営住宅 71 71 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

本市の基幹系システムの状況は、平成21年度にオープン化が完了し、1回目の機器更新をおおむね終えたところである。自治体クラウドの実施については、本市と周辺自治体とで人口規模が異な
ること、本市が区政を敷いており業務形態が異なることなどから、具体的な検討は進めていない。単独クラウドの実施については、社会保障・税番号制度対応の改修に伴う新たな投資や人的負担
の増加といった厳しい状況があり、次期更新における具体的な検討は進めておらず、次々期更新以降における中期的な検討課題として認識している。大規模公園 0 0 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 0

キャンプ場等 3 2 66.7% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 5 5 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

54 54 100.0% 0

体育館 7 7 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ 0 ○ ○道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 ○ 非常勤職員を活用し、人員配置の見直しを実施したところである。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託予定無し 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

4100 宮城県 仙台市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定 予定時期 未定

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）
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導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 92 92 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 45 38 84.4% 6 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律により設置している施設や、即時判断・即時対応が要求される施設、市を含めた独自の相談支援システムを整備している施設、医師確保が困難
な施設について直営としている。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 0 0.0% 2 少年自然の家については、教育委員会の指導主事を配置することで、引率教員の資質向上と児童生徒の心と力を育てる質の高い自然の教室を実施することができるため、直営で運営すべき
施設と考えている。また、農業トレーニングセンターは、附属施設管理の問題があり、今後については検討中である。

策定割合（指定都市）

文化会館 11 11 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 82 21 25.6% 61 公民館は生涯学習・地域コミュニティの拠点であり、地域自治会や学校、社協等と連携して事業を実施しており、自治体職員の管理による連携調整ができなくなることでコミュニティ活動の停滞
を招く恐れがあるため。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 1 11.1% 6 収蔵品や文化財産としての施設管理に関する専門知識や熟達した技術が必要（博物館・美術館・漫画会館）。教育施設として指導主事による事業運営が必須（宇宙科学館）。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 22 0 0.0% 11 長期的な視点に立った持続的で安定した図書館運営を行うため。 22.1%

大規模霊園、斎場等 10 1 10.0% 5 業務委託による１施設、職員が常駐していない３施設を除く5施設で施設の管理、運営等のため市職員を常駐している。

未実施 ○

59.5%

駐車場 33 31 93.9% 0 0 69.9%

公営住宅 37 0 0.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 0 0.0% 1 防火・防災意識の高揚を図るための施設であることから、知識をもった職員が行うことが望ましい。 90.5%

76.2%

法改正によるシステム改修について、改正から施行までの期間が短く、改修に伴う他団体との調整に時間が必要となるおそれがあるため

大規模公園 10 10 100.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 0 0.0% 1 産業振興会館は、「さいたま市計量検査所」が併設されており、計量法に基づく定期検査や立入検査などの業務も行っていることから、現時点は直営である必要がある

キャンプ場等 2 1 50.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
2 2 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 4 4 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

1 1 100.0% 0

体育館 6 6 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ ○ ○ 0 ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 0 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

11100 埼玉県 さいたま市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 2 2 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 20 20 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 0 0.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 5 5 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 48 1 2.1% 46 公民館においては、地域づくりに貢献する施設として、自治体職員を配置してきたが、サービスの充実や新たなニーズに柔軟に対応していくため、自治体職員配置のあり方を含め、総合的に
検討している。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 7 77.8% 2 博物館においては、継続的な専門知識の蓄積・研究を行い、教育普及・市民サービス向上を図るため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 7 0 0.0% 7 図書館においては、継続的な専門知識の蓄積・研究を行い、教育普及・市民サービス向上を図るため。 22.1%

大規模霊園、斎場等 3 1 33.3% 2 霊園においては、永続的な墓地の使用許可等、自治体職員にて直接行うべきと考えられる事務があるため、今後、指定管理者制度の導入について検討する。

未実施 0

59.5%

駐車場 1 1 100.0% 0 0 69.9%

公営住宅 47 0 0.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 9 0 0.0% 1 動物公園においては、継続的な専門知識の蓄積・研究を行い、教育普及・市民サービス向上を図るため。 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 0 0.0% 1 高原千葉村においては、施設の使用承認を行う必要があるため。現在、施設のあり方について検討している。 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 10 10 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド H27.3～　 新住民情報系システム 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

28 28 100.0% 0

体育館 20 20 100.0% 0 0 実施済み ○
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

現在平成29年4月稼働を目指した庶務事務システムの導入を進めている最中であり、その中で業務プロセスを変更する予定。
庶務事務システムを導入し業務プロセスを整理した後に、総務事務センターの設置について対象業務・費用対効果について検討を実施し、
導入の可否を決定する予定となっているため、現段階での庶務事務業務の集約化及び委託化については未定。

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 0 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% 0 0

学校用務員事務 ○ 学校現場の細やかなニーズに即座に対応する必要があり、今後も直営の予定。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施予定無し 0 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

12100 千葉県 千葉市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成２９年１月

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 0 0 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 31 29 93.5% 2 ・医療安全の向上を図るためには保健所との連携が必要であるため、現段階では直営で運営し、自治体職員を常駐で配置する必要があるため。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 3 3 100.0% 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 3 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 3 3 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 117 117 100.0% 0 0 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 10 90.9% 1 美術館の管理運営に関するマネジメントを行うため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 18 1 5.6% 17 拡大にあたっては、地域図書館における効果的で効率的な運営のあり方や、区との連携など地域の状況などを考慮しながら、利用者サービスの充実や利便性の向上にむけて検討を進める。 22.1%

大規模霊園、斎場等 10 1 10.0% 9 【大規模霊園】　指定管理者を導入するためには、施設のインフラ整備をさらに進める必要がある。
【斎場】　民間への業務委託による運営を行っており、指定管理者導入による経費削減効果が少ない。

未実施 ○

59.5%

駐車場 31 28 90.3% 0 0 69.9%

公営住宅 282 282 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0 90.5%

76.2%

H28.1 にメインフレームの機器更新を実施。このため、オープン化の検討を含め、大幅な見直しはＨ32年度以降を見据えたものとなり、現時点では予定がない。

大規模公園 18 14 77.8% 4 公園緑地事務所の機能を補完するために、危機管理への対応や、指定管理者市民ボランティアとの連携の拠点として、一部の公園は直営を維持する。 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 0

キャンプ場等 3 3 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 1 1 100.0% 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 35 34 97.1% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

64 61 95.3% 1

体育館 34 34 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

公園緑地事務所の機能を補完するために、危機管理への対応や、指定管理者市民ボランティアとの連携の拠点として、一部の公園は直営を維持する。 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 ○ 統計法に基づいた基幹統計調査は法定受託事務であり、地方公共団体に今後の対応方針を定めることを想定していない。 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ ○ ○ ○ ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ 0

学校用務員事務 ○ 現時点では今後の方針は決まっていませんが、事業の効率的な運営について検討している。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 ○ 引き続き直営対応を行う。 90.0%

し尿収集 ○ 引き続き直営対応を行う。 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

14100 神奈川県 横浜市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 58 58 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 27 24 88.9% 3 指定管理者制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 8 8 100.0% 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

4 4 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 3 0 0.0% 3 指定管理者制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 10 0 0.0% 10 指定管理者制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

2 2 100.0% 0 0

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 12 0 0.0% 12 指定管理者制度導入のメリット・デメリット等を検証中。 22.1%

大規模霊園、斎場等 2 2 100.0% 0 0

未実施 ○

59.5%

駐車場 0 0 0 0 69.9%

公営住宅 105 0 0.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0 90.5%

76.2%

　クラウドシステムを導入するには、業務プロセス（運用手順）の標準化など事務処理の変更が必要となります。
　本市の基幹系システム（住民情報関連、税関連、福祉関連等）では、行政区の取扱い等、独自の運用方法・仕組みが多く取り入れられており、クラウドサービスを共同調達・共同運用しようとして
も、仕様の調整や業務プロセス（運用手順）の標準化が難しく、本市の要件を満たすクラウドシステムの導入が困難な状況となっております。大規模公園 6 4 66.7% 2 迅速に対応すべき指定管理者とのさまざまな監督者としての調整や、指定管理区域外業務などがあるため。 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 4 4 100.0% 0 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 3 3 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

0 0 0

体育館 7 7 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

　各部署共通の定型的、反復的業務については、一部システムを導入し、分散化及び簡素化を図るなど、効率的な執行体制の構築を進めてきました。
　しかしながら、質の高い市民サービスを引き続き的確かつ安定的に提供するためには、より一層、内部管理事務の改革を推進し、人的資源を専門性の高い分野に再分配していく必要があるため、民間委託による集約化に向けて検討を進めます。

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 0 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% 0 0

学校用務員事務 0 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施予定無し 0 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

14130 神奈川県 川崎市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 89 0 0.0% 89

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 6 5 83.3% 1 公民館と一体化した施設であり、施設全体を指定管理とすることは難しいため、直営としている。 84.7% 作成済み

介護支援センター 3 3 100.0% 0 0

施設運営の課題の整理等を行うため、当面は直営としている。 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 1 50.0% 2 児童及び生徒を教育する施設であるため、直営としている。

策定割合（指定都市）

文化会館 2 2 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 35 3 8.6% 27 年間多くの主催事業を実施しているため、直営としている。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

1 0 0.0% 1 運営業務の一部は委託しているが、文化財の維持、保全等については、長期的な視点での運営が望ましいため、直営としている。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 4 0 0.0% 4 ３館では窓口業務等を民間委託し、他団体や大学連携等の業務、蔵書管理や施設管理を職員が担当しているため、直営としている。 22.1%

大規模霊園、斎場等 2 2 100.0% 0 0

未実施 0

59.5%

駐車場 8 7 87.5% 1 小規模の施設のため施設単独での指定管理は難しいことから、現在、周辺施設と集約した指定管理等の検討を行っている。 69.9%

公営住宅 62 62 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 5 5 100.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

H29.1
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 2 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

○
自治体クラウド 明治33年1月0日

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

3 3 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 7 6 85.7% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

46 26 56.5% 0

体育館 6 4 66.7% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ 0

学校用務員事務 ○ 学校現場のニーズに迅速かつ柔軟に対応するため、正規職員と非常勤職員による直営とする。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 ○ 本市の水道は県営水道であり、一部の区域の市営簡易水道は検針数が少ないため、直営とする。 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託予定無し 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

14150 神奈川県 相模原市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

○ 作成予定 0 作成完了予定年度 0

児童クラブ、学童館等 94 92 97.9% 2

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 27 8 29.6% 8 職員が非常駐の施設が多いが、制度の導入効果が見込めるか検討し、引き続き指定管理者制度の導入可能性を検討する。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

市の機関を施設内に置く複合施設を除き、指定管理者制度の導入を引き続き検討する。 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 7 5 71.4% 2 市の機関を施設内に置く複合施設については、指定管理者制度の導入効果が少ないため、直営で管理しているが、今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 31 1 3.2% 30 市の重要な事業の実施が施設管理と分離する事ができない、基幹的・専門的な機能を担っているため、市が直接関与しているが、今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

23 11 47.8% 12 今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 19 0 0.0% 19 窓口業務は新規で民間委託を始めた。今後も引き続き指定管理者制度の導入を検討する。 22.1%

大規模霊園、斎場等 10 3 30.0% 2 今後も引き続き指定管理者制度導入を検討する。

未実施 ○

59.5%

駐車場 90 6 6.7% 0 0 69.9%

公営住宅 62 62 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

本市では、平成27年度から情報システム全体最適化を進めています。最適化の基本方針は、サーバ仮想化技術等を採用した共通基盤システムを、現在も契約中の民間データセンターに構築し、
老朽化した基幹系システムを刷新して共通基盤上に再構築します。現在進める本市の施策が、本調査では「オープン系システムハウジング型」にあたるため、未実施としました。
　なお、本調査でいうクラウド化を実施するためには、セキュリティポリシー（住民の個人情報を本市が直接管理しない媒体・県外施設への保管）、業務の差異解消（地域特性・都市制度・パッケージ
で実装しない単独住民サービスの取扱い）、費用・事務負担など検討すべき課題が大きいと考えています。大規模公園 0 0 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 1 1 100.0% 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 5 5 100.0% 0 0

キャンプ場等 2 2 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
4 4 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 8 8 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

76 74 97.4% 0

体育館 23 21 91.3% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

導入については近隣市町村の状況や、導入済みである新潟県庁の運用状況を研究し、設置するかどうか引き続き検討を続ける。

ホームページ作成・運営 ○ システムを更新し、ホームページの作成と運営を業務委託から全て直営としたので、今後も直営で運営する。 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 0 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% 0 0

学校用務員事務 ○ 直営の方が有用性がある。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施予定無し 0 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

15100 新潟県 新潟市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定 予定時期 未定

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 22 15 68.2% 5

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 49 36 73.5% 13 自治体職員が直接実施すべき特殊性・専門性の高い業務を行っているため。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

自治体職員が直接実施すべき特殊性・専門性の高い業務を行っているため。 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 2 2 100.0% 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

11 0 0.0% 6 自治体職員が直接実施すべき特殊性・専門性の高い業務を行っているため。

策定割合（指定都市）

文化会館 4 3 75.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 43 35 81.4% 5 住民票の発行など、自治体職員の適切な管理の下実施すべき業務を行っているため。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

10 5 50.0% 4 自治体職員が直接実施すべき特殊性・専門性の高い業務を行っているため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 12 0 0.0% 12 市立図書館として、図書記録その他必要な資料を収集、保存し、市民の利用に供し、その教養、調査研究、レクリエーション等に資するため、市職員が常駐している。（図書館法第２条） 22.1%

大規模霊園、斎場等 9 0 0.0% 6 サービス提供及び施設管理に係る大部分の業務は民間委託を実施しており、受付等の業務を行うため、必要最小限の自治体職員を配置している。

未実施 ○

59.5%

駐車場 28 3 10.7% 0 0 69.9%

公営住宅 78 78 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

平成28年度から検討していく予定。

大規模公園 13 2 15.4% 1 漁港区域の維持管理業務を併せて行っているため。 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 8 7 87.5% 1 中山間地の振興等に係る業務を所管する本庁課が配置されているため。

キャンプ場等 3 1 33.3% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
11 11 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 2 0 0.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

20 10 50.0% 1

体育館 11 7 63.6% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

敷地が国有地であり、市の直営での使用以外が認められていないため。 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

本市では総務事務を極めて少ない人員で実施しており、その規模を考慮すると委託化によるコスト削減等の効果がほとんど期待できないため、現時点では導入は考えていない。

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 0 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% 0 0

学校用務員事務 ○ 正規職員から非常勤職員へ順次切り替えていく。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施予定無し 0 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 ○ 民間委託とするより直営とした方がコスト面等でメリットがあることから、今後も引き続き直営により対応する。 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

22100 静岡県 静岡市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 4 1 25.0% 3

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 37 16 43.2% 12 市が直接管理することが必要であると認める施設 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

市が直接管理することが施設の効用を図る上で望ましい施設 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

5 3 60.0% 2 市が直接管理することが施設の効用を図る上で望ましい施設

策定割合（指定都市）

文化会館 18 9 50.0% 4 市が直接実施すべき業務と一体として管理している施設 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 51 2 3.9% 49 市が直接実施すべき業務と一体として管理している施設 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

21 10 47.6% 4 市が直接管理することが必要であると認める施設

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 24 17 70.8% 6 市が直接管理することが必要であると認める施設 22.1%

大規模霊園、斎場等 15 11 73.3% 0 0

未実施 ○

59.5%

駐車場 10 7 70.0% 0 0 69.9%

公営住宅 107 107 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

庁舎等自庁内に機器を設置し、構築をする方針としたため。

大規模公園 2 2 100.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 7 3 42.9% 3 市が直接管理することが施設の効用を図る上で望ましい施設

キャンプ場等 1 1 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 1 50.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 8 5 62.5% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

37 24 64.9% 0

体育館 16 13 81.3% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ ○ ○ ○道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 0 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託予定無し 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

22130 静岡県 浜松市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 16 16 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 19 19 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 1 0 0.0% 1 他施設で受け入れ困難な方を受け入れるセーフティネットとして市が管理を行う必要があるため 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 18 18 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 235 235 100.0% 0 0 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

8 0 0.0% 8 博物館等における重要文化財の保存・公開、動植物園における種の保存・環境教育等、専門職員の高度な知識と豊富な経験を要し、長期的かつ継続的な事業運営を市が責任を持って行う
必要があるため

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 21 1 4.8% 20 社会教育施設として長期的・計画的な蔵書管理や業務の継続が必要であるため、直営としており、自治体職員の配置が必要であると考える。 22.1%

大規模霊園、斎場等 5 2 40.0% 2 古くからのお墓が多く、権利関係が複雑になっているものもあり、管理には経験に基づく知識や判断が必要である。また、使用者等の戸籍調査や改葬の手続きは市が直接実施する必要があ
る。斎場においては狭隘な施設や老朽化した火葬設備などの管理運営には、経験に基づくノウハウや配慮が必要となるため

未実施 ○

59.5%

駐車場 7 7 100.0% 0 0 69.9%

公営住宅 258 0 0.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

一般の市町村と比べ大規模で複雑な業務システムで運用しており、既存システムからの移行が困難であるため。
現時点で費用対効果が見込めないと想定されるため。
市の所有するデータを外部に置くことについて、セキュリティ面で課題があるため。
(将来的に、再構築の際に導入可能ならば検討予定。)大規模公園 20 7 35.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 14 14 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

92 4 4.3% 0

体育館 16 16 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

本市の給与関連事務については、集約化・委託化を行った場合、各所属担当者の人員削減を行うほどの事務量軽減が図れず、また、福利厚生事務については事務量が少なく、導入メリットがないと思われるなど、コスト削減効果は低いと考えており、総務
事務センターの導入予定はありません。
しかしながら、その他会計事務等も含め業務の標準化・効率化については課題の一つと捉えておりますので、どういった形が望ましいか、費用対効果といった行革的な視点も踏まえ、慎重に判断しつつ進めるべきものと考えております。

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 0 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% 0 0

学校用務員事務 ○ 検討中 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施予定無し 0 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 ○ 検討中 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

23100 愛知県 名古屋市

委託状況 委託予定無し
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成28年度

児童クラブ、学童館等 100 100 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 26 26 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 24 24 100.0% 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 7 7 100.0% 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

9 5 55.6% 4 当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため

策定割合（指定都市）

文化会館 9 9 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 30 26 86.7% 4 ①当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。
②地域の環境整備事業の目的，成果を市民へ継承していくという公的責任を果たしていく必要があるため 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 5 45.5% 6 当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 19 0 0.0% 19 　当該施設において市職員が行うべき根幹業務が存在するため。 22.1%

大規模霊園、斎場等 2 1 50.0% 1 重要な社会インフラであるため，行政が責任を持って維持管理すべき施設である。

未実施 ○

59.5%

駐車場 45 45 100.0% 0 0 69.9%

公営住宅 88 0 0.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

庁舎等内にプライベートクラウド環境を構築し，クラウド化を推進しているため。

大規模公園 1 1 100.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 2 2 100.0% 0 0

キャンプ場等 2 2 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
10 10 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 1 1 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

24 22 91.7% 0

体育館 18 17 94.4% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ ○ ○ ○ ○ ○道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ 0

学校用務員事務 ○ 欠員が出た際には，臨時職員による補充を行い，直営による体制を維持 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 ○ 区役所・支所の電話交換については業務効率化（集中化）を図っており，当面の間現状を維持する予定。 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

26100 京都府 京都市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 0 0 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 40 40 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 2 1 50.0% 1 直営で運営すべき施設であるため 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

4 3 75.0% 1 法定研修を中心とした教員対象の研修施設のため、指導主事自ら研修を企画する必要がある。（維持管理に係る部分については既に外部委託済）

策定割合（指定都市）

文化会館 9 9 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 37 33 89.2% 4 庁舎との併設のため 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 8 88.9% 1 専門性を要する業務であるため

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 24 0 0.0% 24 常駐でなければ図書館サービスが成り立たないため 22.1%

大規模霊園、斎場等 17 16 94.1% 0 0

未実施 0

59.5%

駐車場 21 21 100.0% 0 0 69.9%

公営住宅 487 0 0.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 12 4 33.3% 1 当該公園は動物園を併設し、専門性を有する業務であるため。 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 ○ 現在、大阪府を中心に府下自治体で構成される大阪電子自治体連絡会において、自治体クラウドなどの共同利用など、府域自治体での相互利用部分を模索しながら、協力していきたいと考えて
いる。

産業情報提供施設 1 1 100.0% 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 26 26 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

57 17 29.8% 0

体育館 27 27 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 ○ 0 ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ 0

学校用務員事務 ○ 順次１名配置化
（施設規模・児童生徒数に応じて加配）

30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

27100 大阪府 大阪市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 5 1 20.0% 4

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 12 12 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

地域コミュニティ醸成を図るうえで、自治体職員の配置は必要と考える。 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

3 3 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 5 5 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 9 1 11.1% 8 指定管理者制度導入のメリットがなく、施設運営にあたり契約事務や予算管理事務等、自治体職員が担うべき業務を行っている。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 2 22.2% 5 展示内容等の判断、保管する館蔵資料等の保管責任の明確化、調査研究・展示企画を継続的に行ううえで職員の配置は必要である。

策定済み 策定予定 ○ 策定予定時期 平成28年度

29.5%

図書館 12 0 0.0% 12 図書館事業の基幹業務は収益性のない事業であり、民間実施は困難である。また、図書館司書によるレファランス等、安定性・継続性のある質の高いサービスを提供するため職員の配置は
必要である。 22.1%

大規模霊園、斎場等 4 0 0.0% 2 利用者の宗教・宗派等により祭祀をするという特殊な施設であり、永続性が求められる公益性の高い施設であるため直営管理及び自治体職員の配置が必要である。

未実施 0

59.5%

駐車場 85 84 98.8% 0 0 69.9%

公営住宅 62 53 85.5% 0 0

展示場施設、見本市施設 0 0 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 14 1 7.1% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 ○
平成23、24年度：大阪府内の希望団体で構成する「自治体クラウド導入研究ワーキング」に参加して情報交換を実施。
平成26年度：大手システム開発ベンダー等を対象に政令指定都市の自治体クラウドについて情報提供依頼を実施。
平成27年度：大阪府内の希望団体で構成する「自治体クラウド検討会」に参加してクラウドの推進の検討を実施。
平成28年度：平成27年度に引続き、「自治体クラウド検討会」に参加してクラウドの推進の検討を実施。産業情報提供施設 0 0 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 3 3 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

27 27 100.0% 0

体育館 9 9 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ ○ ○ 0 ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 0 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

27140 大阪府 堺市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 118 118 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 16 14 87.5% 2 施設の設置趣旨から自治体が運営するのが望ましいため。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 1 0 0.0% 1 H28年度中に施設を閉鎖予定 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

1 1 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 8 6 75.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 28 20 71.4% 7 公民館は、民間事業者では解決しにくい課題や実施しにくいテーマに関する学習機会を提供する等の対応が必要となるため。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

9 5 55.6% 4 専門性･特殊性の高い業務であり、長期的な視点と専門的かつ高度な学術的知識やノウハウを継承する必要があるため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 11 10 90.9% 1 基幹となる1図書館を直営とし、指定管理導入済みの他の図書館を含めて全市的な図書館運営について方向性の統一を図るため。 22.1%

大規模霊園、斎場等 12 0 0.0% 8 全市的な墓園・斎場の効率的･効果的な運営のあり方について再整備を含めて検討中である。

未実施 0

59.5%

駐車場 63 63 100.0% 0 0 69.9%

公営住宅 422 422 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 24 6 25.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 2 2 100.0% 0 0 82.4%

検討中 ○ 庁内向けのIaaSは平成29年2月に導入予定。、基幹系システムについては今後移行を検討する。

産業情報提供施設 2 2 100.0% 0 0

キャンプ場等 2 2 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 2 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

0
自治体クラウド 明治33年1月0日

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

2 1 50.0% 0 0 93.3%

海水浴場 2 0 0.0% 1 法令･条例違反に対して、即時性を以って行政処分を行う必要がある。 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 5 4 80.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

32 11 34.4% 0

体育館 12 12 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ ○ ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 ○ 配置基準の見直しをこれまでも行っており、今後も継続していく。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 ○ 市民サービスを低下させることのないよう、人材派遣の活用等による効率化を図っていく。 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

28100 兵庫県 神戸市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定 予定時期 平成29年1月

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 23 14 60.9% 9

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 42 40 95.2% 1 建替え・合築について期限を定めて計画中であり、それまでは直営で管理することが適当と判断していることから、市職員を配置している。 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

地域を挙げての催しや講座・活動、相談業務などを福祉交流プラザと密接に連携して行ってきた施設であるため、現状は市職員による直営での運営としている。 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 1 50.0% 1 利用者への対応、施設の維持管理に加え、地域との連携等も必要であるため、市職員を常駐で配置している。

策定割合（指定都市）

文化会館 9 4 44.4% 5 今後のあり方を検討中の施設や、地域との連携が必要な施設等については、直営で管理することとし、市職員を配置している。 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 61 1 1.6% 37 公民館では、学びを通じて地域課題の解決を図り、また市民協働条例改正による地域の多様な団体・個人をつなぐ拠点として、様々な事業を社会教育主事（正規職員）を中心に実施してお
り、地域支援を行っているため。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 0 0.0% 8 指定文化財は、その管理、維持、活用に市が直接関与する必要がある。また、美術館は、オリエント文化に関する日本を代表する研究機関としての機能を発揮しており、その結果を市民に公
表している施設であるため。

策定済み 策定予定 ○ 策定予定時期 平成28年度

29.5%

図書館 10 0 0.0% 10 図書館は地域の情報拠点として地域社会の情報要求に的確に対応する必要があり、自治体職員である司書が継続的に専門性を高め、人材を育成する正規職員を核とした雇用形態による運
営が望ましいと考えている。 22.1%

大規模霊園、斎場等 2 0 0.0% 2 斎場については火葬業務を一部委託し、清掃維持管理業務を嘱託員に担わせているが、現状において円滑な運営がなされている。また、施設の特殊性や地域への配所の観点からみても、
現在の管理形態が望ましい。

未実施 ○

59.5%

駐車場 104 44 42.3% 0 0 69.9%

公営住宅 122 121 99.2% 0 0

展示場施設、見本市施設 4 3 75.0% 1 当該施設は、リサイクルプラザの中にあり、施設全体の管理について同一者が行うのが効率的であるため、包括外部委託を導入する際には、指定管理者制度の導入も検討することから、当
面は市職員による直営としている。 90.5%

76.2%

住基システムについては平成31年度にオープン系システムハウジング型の移行を予定している。
その他の基幹システムについては、平成27年度末までにオープン系システムへの移行が完了し、更新は平成32年度以降となるため、現時点では自治体クラウドを見据えた検討は行っていない。
また、そのうち、中小規模システムについては、データセンタ内に仮想化技術を利用したシステム基盤を構築し、機器の集約を実施している。大規模公園 9 8 88.9% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 5 5 100.0% 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
2 2 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 4 4 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

32 21 65.6% 1

体育館 6 4 66.7% 1 「Ｂ＆Ｇ海洋性レクリエーション指導員に関する基準」において、アドバンスト・インストラクターの資格をもつものを1名以上置く事と規定されており、職員において資格を有するものを配置して
いる。 実施済み

自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体
クラウド

単独
クラウド

利用料金総額が少額であり、指定管理者制度を使うことでコスト増が見込まれるため。 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ ○ ○ ○道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 ○ 臨時職員等の活用により，直営を継続する。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

33100 岡山県 岡山市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 111 0 0.0% 111

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 52 52 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

直営の施設（児童館）については、施設の運営方法等を継続して検討する必要があるため、当面の対応として非常勤職員を配置の上、直営で管理している。 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

6 6 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 11 11 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 72 72 100.0% 0 0 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 11 100.0% 0 0

策定済み 策定予定 ○ 策定予定時期 平成28年度

29.5%

図書館 11 11 100.0% 0 0 22.1%

大規模霊園、斎場等 32 6 18.8% 0 0

未実施 0

59.5%

駐車場 57 57 100.0% 0 0 69.9%

公営住宅 235 235 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 7 7 100.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 1 1 100.0% 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 0 0 0 0

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
1 1 100.0% 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
1 1 100.0% 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 5 4 80.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 平成23年4月1日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

19 19 100.0% 0

体育館 13 13 100.0% 0 0 実施済み ○
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

平成25年1月から、人事・給与事務について庶務事務システムを導入しており、事務の効率化が図られているため、総務事務センター導入の予定はない。

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

0 0 0 0 0 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% 0 0

学校用務員事務 ○ 現在、正規職員の退職に合わせて非常勤職員化を進めることにより、人件費等の経費の縮減を図っており、今後も引き続き直営とする。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施予定無し 0 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

34100 広島県 広島市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 46 46 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 33 29 87.9% 3 法律上、設置や職員の配置が定められているもので、所管業務の中核を担っているため 84.7% 作成済み

介護支援センター 2 2 100.0% 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 1 1 100.0% 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

7 3 42.9% 3 青少年の健全育成に関する適切な指導・助言や、地域交流に関する高い能力が求められる職務であるため。

策定割合（指定都市）

文化会館 7 7 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 147 3 2.0% 143 生涯学習の中核を担っており、自治体が遂行すべき業務であるため。また使用料等に関して判断を要する業務が多いため。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

12 4 33.3% 7 文化行政の中核を担っており、自治体の責務で遂行すべき業務であるため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 17 13 76.5% 1 図書館行政の中核をになっており、自治体で責務を遂行すべき業務であるため。 22.1%

大規模霊園、斎場等 9 0 0.0% 2 現施設では、経費の削減やサービス向上といった指定管理者制度のメリットが期待できないため

未実施 0

59.5%

駐車場 29 28 96.6% 0 0 69.9%

公営住宅 405 82 20.2% 0 0

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 25 5 20.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 9 9 100.0% 0 0 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 18 15 83.3% 3 行政文書等の取扱業務や情報公開関係業務、消費生活行政等、自治体の責務で遂行すべき業務であるため。

キャンプ場等 0 0 0 0

85.0%

H29.7
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

○
自治体クラウド 明治33年1月0日

宿泊休養施設
（ホテル、国民宿舎等）

0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 19 19 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

46 42 91.3% 0

体育館 23 23 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ ○ ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 ○ 本市行財政改革大綱において、嘱託化の方向とすることが示されている。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

40100 福岡県 北九州市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置済み 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 1 1 100.0% 0

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 28 28 100.0% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

0 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 2 100.0% 0 0

策定割合（指定都市）

文化会館 1 1 100.0% 0 0 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 160 11 6.9% 147 　公民館の役割である住民の生涯学習と地域コミュニティ活動の支援を果たしていくうえで，職員を配置することにより地域と行政の円滑な連携が図られているため。 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

6 1 16.7% 4 　設置目的に沿ったサービスの提供や，調査・研究等の公益性の高い事業の継続性の確保など，それぞれの施設の実情に応じ自治体職員を配置しての管理・運営が必要なため。

策定済み ○ 策定予定 策定予定時期

29.5%

図書館 1 1 100.0% 1 　市民ニーズに対応するため，図書資料等の収集，保存，調査・研究，学校図書館への支援，高度なレファレンス業務等を直営としているため。 22.1%

大規模霊園、斎場等 5 1 20.0% 0 0

未実施 0

59.5%

駐車場 135 96 71.1% 0 0 69.9%

公営住宅 181 181 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 2 2 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

0

大規模公園 13 13 100.0% 0 0 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 0 0 0 0 82.4%

検討中 ○ 平成26年度に福岡市システム刷新計画を策定し，平成27年度より計画を実施している中，並行して単独クラウド等について検討を進めているところである。

産業情報提供施設 0 0 0 0

キャンプ場等 1 1 100.0% 0 0

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 7 7 100.0% 0 0 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

1 1 100.0% 0

体育館 11 11 100.0% 0 0 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

0 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ 0 ○ 0 ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ ○

学校用務員事務 0 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 0 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 0 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

40130 福岡県 福岡市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）



【参考】

【参考】 【参考】

【参考】

【参考】

【参考】

【参考】
導入率（％）【算出方法：制度導入施設数÷公の施設数×100】 作成割合（指定都市）

5.0%

0 作成予定 ○ 作成完了予定年度 平成29年度

児童クラブ、学童館等 79 1 1.3% 78

100.0%
統一的な基準による財務書類の作成状況（一般会計等財務書類）

福祉・保健センター 18 14 77.8% 0 0 84.7% 作成済み

介護支援センター 0 0 0 0

最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 70.7%

58.0%

特別養護老人ホーム 0 0 0 0 88.9%

合宿所、研修所等
（青少年の家を含む）

2 0 0.0% 2 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断

策定割合（指定都市）

文化会館 7 3 42.9% 5 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 82.7% 75.0%

47.8%

公民館、市民会館 143 74 51.7% 35 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 52.4%

博物館
（美術館、科学館、歴史館、動物園等）

11 2 18.2% 7 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断

策定済み 策定予定 ○ 策定予定時期 平成28年度

29.5%

図書館 5 2 40.0% 3 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 22.1%

大規模霊園、斎場等 8 1 12.5% 2 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断

未実施 ○

59.5%

駐車場 24 9 37.5% 0 0 69.9%

公営住宅 127 127 100.0% 0 0

展示場施設、見本市施設 1 1 100.0% 0 0 90.5%

76.2%

クラウド化に向けた情報収集に努めており、実施の検討には至っていない。

大規模公園 10 3 30.0% 7 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 50.4%

実施しない理由
開放型研究施設等 3 0 0.0% 3 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 82.4%

検討中 0 0

産業情報提供施設 2 2 100.0% 1 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断

キャンプ場等 1 0 0.0% 1 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断

85.0%

明治33年1月0日
休養施設

（公衆浴場、海・山の家等）
0 0 0 0 92.3% 検討状況

自治体クラウド 明治33年1月0日
宿泊休養施設

（ホテル、国民宿舎等）
0 0 0 0 93.3%

海水浴場 0 0 0 0 33.3%
実施予定

単独クラウド

プール 5 4 80.0% 1 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 94.4% 類型 実施予定時期

91.8%
単独クラウド 明治33年1月0日 0.0% 10.0%

競技場
（野球場、テニスコート等）

31 6 19.4% 24

体育館 14 4 28.6% 10 最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 実施済み
自治体クラウド 明治33年1月0日 自治体

クラウド
単独

クラウド

最適な運営主体を総合的に勘案したところ、業務内容により自治体職員が主体となるべきものと判断 65.4%

類型 実施時期 実施率（指定都市）公の
施設数

制度導入
施設数

導入率 自治体職員
常駐施設数 自治体職員を常駐で配置している事に対する考え方 指定都市

導入率

調査・集計 0 94.7%

※平成28年4月1日現在において、直営で専任職員を置いている団体 委託率（％）【算出方法：委託実施団体数÷事業実施団体数（「全部直営かつ専任職員無し」除く）×100】

｢実施予定無し｣及び｢首長部局未設置団体｣は「未実施の理由」を、｢実施予定あり｣の団体は｢実施予定時期｣を記述してください。
【人口が5万人未満の団体は回答不要】

情報処理・庁内情報システム維持 0 100.0%

0

ホームページ作成・運営 0 95.0%

ホームヘルパー派遣 0 100.0%

在宅配食サービス 0 100.0%

○ ○ ○ ○ ○ 0道路維持補修・清掃等 0 100.0% ○ 0

学校用務員事務 ○ 「民間でできることは民間に委ねる」の考えのもと、退職不補充を基本とし、再任用職員や民間活力の活用を進めつつ、直営業務（技能労務職）のあり方について、総合的に検討を行っていく。 30.0% 対象部局 対象業務 70.0% 50.0%

教育委員会 その他 給与 旅費 福利厚生 財務会計水道メーター検針 0 95.0% 首長部局 企業局

実施状況 委託状況 指定都市

学校給食（運搬） 0 100.0% 実施済み 委託有 実施率 委託率

一般ごみ収集 0 100.0%

学校給食（調理） 0 100.0%

公用車運転 ○ 「民間でできることは民間に委ねる」の考えのもと、退職不補充を基本とし、再任用職員や民間活力の活用を進めつつ、直営業務（技能労務職）のあり方について、総合的に検討を行っていく。 90.0%

し尿収集 0 88.9%

設置率（指定都市） 30.0% 委託率（指定都市） 80.0%

電話交換 0 89.5%

本庁舎の夜間警備 ○ 「民間でできることは民間に委ねる」の考えのもと、退職不補充を基本とし、再任用職員や民間活力の活用を進めつつ、直営業務（技能労務職）のあり方について、総合的に検討を行っていく。 90.0%

案内・受付 0 100.0%

自治体コード 都道府県名 市区町村名

43100 熊本県 熊本市

委託状況 委託有
本庁舎の清掃 0 100.0%

総合窓口の設置 窓口業務の民間委託直営(※) 今後の対応方針　【直営（※）を選択した団体のみ回答】 指定都市
委託率 設置状況 設置予定無し 予定時期 明治33年1月0日

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)クラウド化

(4)総務事務センター

(3)窓口業務(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成27年4月1日現在）

(7)地方公会計の整備

(6)公共施設等総合管理計画

(5)自治体情報システムのクラウド化

(4)庶務業務の集約化

(3)窓口業務

(２)指定管理者制度等の導入

(1)民間委託

地方行政サービス改革の取組状況等（平成28年4月1日現在）


